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1 は じめに

21世 紀をむかえ、日本における年齢構造の変化は、必然的に高齢者への対応を拡

大する必要があることを示 してきた。そ して、国民の介護問題に対する現実的な認識

から、医療保険とは別の社会保障制度 として介護保険の運用が始まった。その結果、

社会の中で、要介護者に対 しては 「生活者」への配慮を強く求められ、それは 「医療」

と、生活と密接な関係がある 「介護」 とは連続化 したものであり分けて考えることの

できない問題であることを示 している。

しか し、要介護者の立場に立ってみると、この両者間においても、介護分野間にお

いても、各種の情報の共有はなされてはなく、施設間の機能の連携 も効率的に行われ

ているとは決 していえない。 さらに、在宅にて療養を継続 している人とその介護に関

わる人々と、医療施設、介護施設 との連携は非常に希薄なものである。つまり、保健、

医療、福祉は包括されていない、とい うのが現状である。

したがって、一般市民ともつとも身近な接点を持つ要介護者対応を担 う者にとつて

の今後の課題は、これ らの情報共有と機能連携がなされる地域包括ケアを実践するこ

とのほかならない。

2 地 域ネ ットワーク形成の重要性

従来から、地域包括ケアは医療、介護の複合的なサー ビス提供体制が基盤 となると

いわれてきた。 しか し、これ らは相互依存の関係で しかなく、お互いの不足部分を補

うため、つまり目の前の問題解決のための体制で しかなく、より総合的なサ
ービス提

供体制を構築するとい うような将来の目標を掲げたものではなかった。 し か し、平成

12年 、介護保険法が施行され 「生活者」への視点を重視 したとき重要なことは、各

分野の機能の連携が成 り立たなければ業務が遂行できないとい うことであ り、情報を

共有 した上では じめて相互選択関係が生 じるとい うことである。医療も介護も、従来

からの縦割 り的な発想による要介護者に対するサ
ー ビス提供体制を根本的に転換 し、

横断的な連携作用を重用視することを迫られたのである。この医療、介護分野におけ

る連携作用、つまり地域ネットワーク形成にとつて最も基本的な要素は 「人」である
ことが重要と思われる。なぜなちば、その作用の評価には、おおむね 「人と人へのつ
なが り」が大きく影響を与えるからにほかならない。

3 「 西区在宅ケア連絡会」について

地域ネ ッ トワーク形成については、以前から各地においていろいろな試みがなされ

てきているがその成果は十分なものとはいえなかつた。そこで、札幌市西区において

も、西区内に居住 し在宅療養を希望する人の支援のために連絡調整をはかることを目

標 とした活動が模索された。平成 9年 8月 に地域内における高齢社会への対応 として

保健、医療、福祉の関係者により、「人 と人とのつなが り」を基盤にした地域ネ ットワ
ーク形成をめざす 「西区在宅ケア連絡会」 の発足が呼びかけられ、活動が始まつた。

参加の呼びかけは、西区内の医師、歯科医師、行政職員、看護師、保健師、 SW、 リ
ハ ビリ、薬剤師、栄養士など全ての医療機関、介護保険事業所の職員になされ、さら

に、一般住民のどなたでも参加は構いません、とされている。平成 18年 12月 まで

に 101回 開催 された。毎月一回、第 2火 曜 日、西区区民センターで開催 され、出席



者は前記の多職種から毎回 6～ 70名 であり、数例の連絡調整をはかるための事例検
討、また毎回テーマを決めた研修会を行つている。 これまでに 155例 の検討がなさ
れたが、ケアチーム内の情報共有のあり方、痴呆高齢者への地域内の機能連携のあり
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ずそれぞれの専門職が出席 しているために、明確な結論が得 られやす く、出席者は自
らに直接関係のない事例検討ではあるが、議論を聞いているだけでも非常に有意義と
なっている。この会に参加することによる最 も大きな成果は、この会に出席すること
で得 られる 「人 と人 とのつなが り」 であり、地域における実践的な機能連携に結び
ついている。 さらに、年に一回は地域住民にも案内 してシンポジウムを開催、在宅療
養支援、.推進の輪を住民とともに考えながら拡大するための試み となつている。平成
18年 11月 には、 10o回 記念シンポジウム 「西区 ・生きる 。つながる 」を開催
し、今後の活動の継続が確認 された。
西区在宅ケア連絡会は、運営のための明確に体系づけられた組織はなく、すべてボ
ランティアである。各職種から計 18名 の幹事会のみが構成 されてお り、年に一回の

参加者へのアンケー トを運営の参考資料 としている。定例会の開催費用は会場使用料、
資料の用紙代のみであり、会費徴収などは していない。

4 お わりに

地域における医療 と介護の課題に取 り組み、情報の共有を基に多職種の連携 とネ ッ
トワーク形成を目指す  「西区在宅ケア連絡会」の活動について報告する。高齢社会に
求められる医療 と介護を支える体制は、あくまでも 「人と人とのつなが り」を基本と
し、保険、医療、福祉「を包括 した上での情報共有と機能連携をはかることが望まれる。
今後の地域包括ケアの質の向上策にとつて、もつとも基盤をなすことは、このよう
な原点に返つた  「 人と人とのつなが り」を重要視することと考えられる。 し たがっ

て、地域包括ケアを担 うべき地域包括支援センターにとっても、このような地域活動
を大いに利用 し、また、日常業務に組み入れ られることが期待 される。


